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◆税財政・大都市制度関係、個別行政分野関係を合わせて 

１０～１５項目程度を目安とする。 

◆現行の小項目または中項目程度を目安とし、項目の中に 

中項目・小項目はつくらない。 

◆その時の社会状況等に応じて、項目数は増減できる 



 

国の施策及び予算に関する提案 

 

指定都市では、近年における社会経済情勢の変化に伴い、住民福祉の充実、生活環境

の整備、都市機能の活性化等の財政需要が増加の一途をたどっていますが、これらの財

政需要に対し都市税源は十分ではありません。さらに、一昨年の世界的な経済危機に端

を発した景気低迷により市民税が大幅な減収となり、また、過去の経済対策に呼応し社

会資本整備等に充ててきた借入金の償還が大きな負担となっているなど、財政運営は極

めて厳しい状況にあります。 

このような状況の中でも、指定都市は、圏域における中枢都市として、今後とも先駆

的かつ先導的役割を果たすことが不可欠であり、また、行財政改革に徹底して取り組む

一方、少子・高齢化対策、低炭素・循環型社会への転換、都市の活性化、安全・安心な

都市づくりなどの緊急かつ重要な施策を積極的に推進していく必要があります。 

平成２２年度には、地域主権推進一括法案（第２次）が国会に提出される予定となっ

ておりますが、指定都市は、国から地方への税源移譲・権限移譲の一体的な実施による

地域主権改革の実現に向け、平成２３年度国家予算編成にあたり以下のとおり提案しま

す。 

政府ならびに関係機関においては、この趣旨を踏まえ、適切な措置を講ずるよう強く

要請します。 
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（ 要旨 ） ５行程度 

 

 

 

 

 

（ 説明 ） １０行程度 

 

 

 

 

 

 

（ ビジュアル図 ） 

 

イメージとしては、次ページ（22 年度版Ｐ７）のとおり 



 

 

 

２ 地域主権改革の実現のための国・地方間の税源配分の是正 

消費税、所得税、法人税など複数の基幹税からの税源移譲を行い、国・地方間の 

「税の配分」を当面５：５とすること。 

さらに、国と地方の新たな役割分担に応じた「税の配分」となるよう、地方税の 

配分割合を高めていくこと。 

なお、地方公共団体間の財政力格差の是正については、地方税収間の水平調整で 

はなく、地方税財源拡充の中で地方交付税等も含め一体的に行うこと。 

 

 

所得税から個人住民税への３兆円規模の税源移譲が実現したが、国・地方間の「税の

配分」は 5.5：4.5 であり、一方、地方交付税、国庫支出金等も含めた「税の実質配分」

は１：９となっており、依然として大きな乖離がある。 

地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できるようにするためには、

国と地方の役割分担を抜本的に見直したうえで、その新たな役割分担に応じた「税の配

分」となるよう、具体的な工程を明示し、地方税の配分割合を高めていくべきである。 

なお、地方法人特別税のように、地方税の一部国税化によって、地方税収間の水平調

整による格差是正を行うことは、地域主権改革の趣旨に反するものであり、地方公共団

体間の財政力格差の是正は地方税財源拡充の中で、地方交付税等も含め一体的に行うべ

きである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注 平成 22 年度予算における「税の配分」は 4.5：5.5 

となっているが、これは、景気の影響による法人税 

などの国税の大幅な減収に起因するものであり、税 

源配分の是正によるものではない。 
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国・地方における租税の配分状況（平成22年度）

地域主権改革
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 地方交付税 17兆4,779億円
 地方譲与税   1兆9,171億円
 国庫支出金 11兆5,663億円
 国直轄事業
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青本と同様に提案要旨を 

枠囲みし、目立たせる 


